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タ ・ブキット・インダー ・インダス トリアル ・シティ(西ジャワ州チカンペック、大成建
設とサ リム ・グループが共同出資)、ブキット・インダー ・インダス トリアル ・パーク
(カラワン、大成建設)、イース ト・ジャカルタ ・インダス トリアル ・パーク(略称
EJIIP、住友商事)、カラワン・インターナショナル ・インダス トリアル ・シティ(略称
KIIC、伊藤忠商事)、エム ・エム2100工業団地(ブ カシ、丸紅商事)、スリヤ ・チプタ工
業団地(カラワン県、住友商事)、スラバヤPIER工業団地(PIER:PasuruanIndustrialEstate







ビニ、日本食 レス トラン、そして現地従業員のためのモスクなど宗教施設 も見出される。
さらに多くの日系工業団地は、近くにゴルフ場や日本人滞在者用の瀟洒な宿泊施設を備え
てお り、周辺の村落風景 とは一線を画す、特異な空間を作 り出している6)。
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冷凍)な どがあり、マカッサル市内に工場 を置いていた。他方、地方には、「トラジャ ・
コーヒー」で知られる トアルコ ・コーヒー(ト ラジャ県、キー ・コーヒー及び東京産業出
資で輸出向けコーヒー栽培をおこなう)、日東マリノ(ゴワ県、日東紅茶出資で輸出向け
紅茶)が あった。これらの日系企業のほかに、大規模工場 としては、国営のセメン・トナ










し、 そ の 時点 で は、 この 国家 主 導 の工 業 団 地 計 画 とは別 に、 ウ ジ ュ ンパ ンダ ン市 当局 も工
業 団地 計 画 を進 め て い た。 結 局 、市 の計 画 予 定 地 は、 地 盤 の弱 い こ と、予 定 され る敷 地 面
積 が 狭 い こ と、物 流 面 な どの不 便 さな どの 問 題 点が 指 摘 され 、最 終 的 には、 工 業 省 、州 政
府 、JICAが候 補 と して挙 げた 現在 地 に一 本 化 され る こ と に な る。JICAは1975-76年の予
備 調 査 に 引 き続 き、1976-1977も調 査 に関 わ っ て い る。 さ ら に1978年3月 に は、 日本 側
OECFから の借款 の調 印 もお こな われ て い る9)。そ して1980年に は、 工 業 団地 開設 につ い
て投 資 調 整 庁(BKPM:BadanKoordinasiPenanamanModal)の設 置 認 可 が お り、1982年3
月 に は工 場用 排 水 施 設 の工 事 が 開 始 され る こ とに な る。
マ カ ッサ ル工 業 団 地 が位 置 す るの は マ カ ッサ ル市 北 端 部 、 マ ロ ス県 に隣i接す る ビ リ ンカ
ナ ヤ郡 ダ ヤ 町 区(kelurahanDaya)であ る 。 マ カ ッサ ル 市 中 心 部 へ は15㎞ 、 車 で 港 湾 に
は20分 、 空港 に も20分 しか 要 さな い位 置 にあ り、利 便 性 が高 い。
同工 業 団 地 が成 立 す る ま で の過 程 は 、お お よそ 三 つの 時 期 に分 け られ る。(1)第 一段 階
は1982～85年の時 期 で あ り、86haが工 場 用 地 と して 整 備 され る(こ の 内60haが工 場 用
地 で 、そ の他 は道 路 、緑 地 と して使 用)、 工 場 用 地 の 販 売 及 び 賃 貸 が 開 始 す る 。工 場 敷 地
面積 と して は 、typeAの315㎡、typeBの504㎡が あ っ た。分 譲 地 は0.5ha～5haの広 さ
が あ り、 そ れ ぞ れ の 土 地 は、HakGunaBagunan(HGB、建 物 権)が30年 間保 証 され た。
(2)第二 段 階 は1985～88年の 時 期 で あ り、 あ らた に80haが工 場 用 地 と して 整 備 され
た 。1987年よ り、企 業 誘 致 が 開始 す る。 なお 、 これ と相 前後 す る が 、1988年3月 に、 こ
の工 業 団地 を管 理運 営 す る 国 営 会 社PT.PerseroKawasanIndustriMakasarが正 式 に認 可 さ
れ る。 同 社 の資 本 金 は 、 国6割 、 州3割 、 市1割 の割 合 で 出資 さ れた 。(3)第3期 は1988
年 ～91年の 時期 で、この 時 期 に あ らた に30haが整 備 され 、工業 団地 の 敷 地面 積 は合計203
haに達 した。 計 画 で は703haまで拡 張予 定 で あ る。
皿1マ カッサル工業団地の入居企業
K【MA社発 行 の パ ンフ レ ッ トに よ れ ば 、2005-2006年現 在 、㎜A内 に入 居 して い る
企 業 数 は189社あ り、 この他 に、 工場 設 備 を賃 貸 してい る企業 が8社 あ る 。 その 内訳 を見
る な ら ば、外 国 投 資 ラ イ セ ンス に よ る 企 業18社10)、国 内投 資 ラ イセ ン ス に よ る企 業18
社 、BUMN(BadanUsahaMilikNegara=国有 企 業)が3社 、そ して 残 りの153社はNonFasili-
tasと呼 ばれ る一 般 民 間資 本 に よ る企 業 で あ る。 但 し、統 計 上 に現 れ た こ れ らす べ て の企
業が 工 場 を操 業 させ て い る わ け で は な く、操 業 中 の企 業 が97社 で あ る の に対 し、休 業 中
15社、 建 設 中16社 、 工 場 未 建 設 が43社 とな っ て い る 。入 居 企 業 中で 実 際 に操 業 中 な の
は全 体 の5割 強 にす ぎな い こ と にな る 。
マ カ ッサ ル工 業 団 地へ の入 居 企 業数 につ い て 、1987年か ら2004年ま で の入 居 企 業 数 を




社,2004年10社(計151社)、 で あ る。 つ ぎに 、い くつ か の企 業 を紹介 す る。
1SS社ll)
1990年国 内投 資 法 ラ イ セ ンス(PMDN=PenanamanModalDalamNegeri)を認 可 され 、
同年12月 よ り操 業 を開 始 す る。敷 地面 積22487㎡。業 務 は エ ビ、 魚 介 類 の 加 工 冷 凍 で あ
り、 お もな輸 出 先 は 日本 、 台 湾 、香 港 、 シ ンガ ポー ル 、 そ して ヨー ロ ッパ で あ る。 従 業 員
数 は2004年現 在 で587人、 そ の う ち女 子従 業 員 は420人、男 子 は167人で あ る。
従 業員 に は制 服 が支 給 され 、通 勤 に はバ ス送 迎 ない しは交 通 費 が支 給 され る。 社 会 保 障
(JAMSOSTEK:JaminanSosialTenagaKerja)もあ る 。 キ リ ス ト教 徒 に は ク リ ス マ ス 前
に、 イ ス ラ ーム教 徒 に は断 食 明 け の イス ラ ー ム正 月前 に一 月 分 の ボ ーナ ス が 与 え られ る 。
会 社 が従 業 員 の福 祉 の ため に協 同組 合 を設置 して い る。
Habibahの調 査 に よ る と、 従 業 員 の民 族 別 構 成 は、 ブ ギ ス57.29%、マ カ ッ サ ル33.3
%、 マ ンダー ル6.36%、トラ ジ ャ人3.13%であ る 。従 業 員 は マ カ ッサ ル市 内 ま た は そ の
周 辺部 に居 住 して い る。 求 人 は、 公 開 方式 で直 接 申請 者 と面接 し決 め られ る が、 機 械部 門
につ い て は、筆 記 口頭 試 験 が課 され る 。学 歴 条 件 は 、一 般 従 業員 につ い て は 、最 低 限小 学



































































































































Mulianaは、5社 につ い て、労 働 条件 を契 約書 で比 較 して い る 。 そ れ に よ る と、収 入 で
は107人 の回 答 者 か ら、50万 ル ピ ア以 下 と50万 か ら100万ル ピア、100万以 上 とい う三
つ の カ テ ゴ リー を設 け た上 で、84人 が 真 ん 中 の カテ ゴ リー に属 す る とい う結 果 を報 告 し
て い る[Muhana:59]。一般 的 に言 え ば 、法 的 に定 め られ た 最低 賃 金 に そ っ て給 与 が 支払
わ れ て い る と考 え られ る。
6居 住地
従業員の多くは、マカッサル市内に居住 しているが、市の中心部というよりは工場近隣
地域である。Habibh(2002)は、居住地か ら勤務地 までの距離を1キ ロ未満、1～5キ
ロ、5キロ以上に分類 して、107人について調査 した。その結果は、107人中55人が5キ
ロ以上に居住してお り(p.61)、通勤手段としては、個人の乗 り物、社用車、個人あるい









ンス で あ る と考 え られ る。 そ れ は、 これ まで にお こな われ た 調査 に よ って も示 され る 。す
な わ ち、 どの工 場 にお い て も、 ブギ ス 人が マ ジ ョ リテ ィ を占 め 、つ づ い て マ カ ッサ ル 人、
マ ンダ ール 人 、 トラ ジ ャ人 の順 で あ る場 合 が 一 般 的 だか らで あ る。
マ カ ッサ ル市 が 、 元 来 は マ カ ッサ ル 人の 地 で あ る こ と を考 え れ ば、 マ カ ッサ ル 人 が マ ジ
ョ リテ ィ とな る工 場 が あ っ て もお か し くない が 実 際 に は、 そ の よ う なケ ー ス は少 な い 。そ
れ は、 現 地 にお い て誰 が マ ジ ョリテ ィであ るか とい う よ りも、南 ス ラ ウェ シ にお け る民 族
バ ラ ンス を考 慮 した 結 果 で あ る と考 え た方 が わ か りや す い 。ST、Mumiatyの調 査 に よれ
ば 、女 性 従 業 員238人 の 回答 者 の うち ブ ギ ス 人 が117人(49.16%)、マ カ ッサ ル人 が72















【表1ビ リンカナヤ郡町区 の世 帯 と男女別人 口】
町区 面積 世帯数 世帯員数 男性 女性 計 性比(%)
パ ッチ ェラカ ン 7.8 9531 3.12 14739 15030 29769 98.06
ダヤ 5.81 3146 3.96 5856 6603 12459 88.69
パ イ 5.14 4124 4.27 8460 8146 17606 103.85
ス デ イ ア ン ・ラヤ 8.78 8591 3.12 13241 13543 26784 97.77
スデ イアン 13.49 7783 3.28 12519 13028 25547 96.09
ブル ロケン 4.31 1424 4.39 2868 3103 5971 92.43
ウンテイア 2.89 784 2.26 832 850 1682 9788
出典:『 マ ッ カ ッサ ル 市2005年 』(表3.1.3と3.1.5よ り筆 者 作 成)
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【付表2マ カ ッサル市にお ける世帯数 の変化】
マカ ッサル市 世帯数 世帯数 増加率
郡 名 2000年 2005年
マ リソ 10905 13022 1.19
、"マ マンヤ ン 13543 15914 1.18
タマラテ 31693 32522 1.03
ラ ッポチニ 28453 28062 0.99
マ カ ッサル 17435 15568 0.89
ウジュ ンパ ンダン 5801 6796 1.17
ワジ ョ 7193 10966 1.52
ボ ン トアラ 11804 13759 1.17
ウジュンタナ 8743 10949 1.25
タ ッ ロ 25526 35237 1.38
パ ナックカ ン 30112 26548 0.88
マ ンガラ 17382 24277 1.4
ビリンカナヤ 24563 35303 1.44
タマ ラン レア 26697 22117 0.83
(小数点以下3位 四捨五 入)
































1976a「イン ドネシ ア地域 開発重 点 地区 の開発 状況 カ リマ ン タン州ス ラ ウェ シ州 東 ジ ャワ
州」 部内資料、 日本貿 易振 興会 ・海外経 済情 報セ ンター。
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1997『東南 アジアの経済一ASEAN4力国 を中心に見た(増 補改訂版)』、御茶 の水書房 。
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1)2007年3月の予備調査 は、 イン ドネ シア班 と して内藤 耕氏(東 海大学 文学部)、小池 誠氏(桃
山学 院大学文 学部)、田 口理 恵氏(東 海大学 海洋文明 学部)、新井健 一郎氏(前 橋 国際大 学)と
と もにお こなっ た。 さ らに同年8月 の調査 で は、 ジ ャカ ルタ及 び周 辺部 の企 業関係 者か ら聞 き
取 り調査 をお こなった後、内藤 、小 池、新井 は、 カラワ ン市 内にあ るシ ンガバ ンサ大 学の協 力
を得 て、カ ラワ ン工業 団地周辺村 にお いて世帯 調査 を実 施 し、伊藤 、田 口はマ カ ッサル に移動
してマ カッサル工業団地 に関す る予備 調査 に着手 した。
2)源 氏 田重義編(1980)の法令 集 に よれ ば、外 国か らの投資手 続 きについ てはつ ぎの ように説
明 されてい る。 「イン ドネシアへ の外 国 か らの直接 投資(子 会社 設 立)は 、1967年法律 第1号
「外国投資法」(1970年法律 第11号に よって改正)お よび1968年法律6号 「国 内投 資法」 に基
づいて行 われ る。直接 投資 に よって会社 を設立 しよ うとす る者 は、外 国投資 の調整機 関で ある
投 資調 整委 員 会(BadanKoodinasiPenanamanModal)に申請 し、そ の承認 を得 な けれ ばな らな
い。投資調整 委員会 では、外 国投 資家へ の手 引 きと して定期 的に産業 別投資優 先順位 リス トを
発 表 してい る。(中略)投 資優先分 野 に進出す る企 業に対 しては、外 国投 資導入 の促進 を図 るた
めに、租税特別措置 を含 む種々の優遇措置 が適用 され る。
(注)1978年版産業別投資優 先順位 リス トの作 成 に当た っては①生 産の拡大 、② 雇用機 会 の増
大 、③ 地域振 興、④公 平 な所得 分配,⑤ 輸 出拡大 、外 資獲得 、⑥ 国内産 業の保 護、育 成、⑦技
術 の獲 得、等 が考慮 に入れ られてい るが、 これ らの基本 的 な政 策 に関・して は今後 と も継 続 され
てい くもの と思 われる(第3次 開発5ヶ 年計 画参照)」(同書82-83頁参照)。
3)工 業団地開発 に密接 に関わ る法 令 は、 「外資導 入法」(1967)および 「国 内投 資法」(1968)で
ある。 しか し、当初の 自由化路線 は19970年代 に入 る と保護 主義 的傾 向 に変わ り、外 資導 入 に
はさまざ まな制限 ない しは禁止事項が付 された。 こう した傾向 は1990年代 に入 り規制緩和 の 中
で ようや く減少 して い く。 た とえば、1994年6月の大統領令20号で は、株式 の過 半数委譲 義務
の撤廃 、100%出資許可 、最低投資 額撤廃 が認 め られ た。 さ らに1996年1月の政令 では、輸 出
商社 の外 資100%出資許 可が 認め られ た(以 上 、 日本 アセ ア ン ・セ ンター資料 によ る)。た だ
し、諸制 限の撤廃 には、2007年4月の 「新投 資法」成 立 を待 たね ばな らなかった。 同法 で は、
相変 わ らず 禁止項 目(ネ ガ テ ィブ リス ト)は残 ってい る もの の、国内投資 家 と外 国投資家 に同
等の待遇 を与 え、すべ ての産業分 野へ の直接投資 を対象 とす るこ とが謳 われ てい る。 この時期
の イン ドネシアの状況 につ いては、【鈴木2002】を参照。
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4)BadanKoordinasiPenanarnModal(BKPM:投資 調整庁)お よびHimpunanKawasanIndustriIndo-
nesia(HKII:イン ドネシア工業 団地協会)の ホームペー ジ(2008年2月ll日現在)に おけ る工
業団地 リス トに よる。 なお、HKIIのメ ンバー として挙 げ られているの は54社のみ である。
5)た だ し、民営化 が進 む今 日では、状況 は当初 の意図 と異な って きて いる。 ジャカル タ ・ポ ス
ト紙(2008年2月28日付 け、 インターネ ッ ト版)に よれ ば、メ ダン、 ウィジャヤ クスマ、マ カ
ッサ ル にある三つ の国営会社(PT.Persero)は、2008年に民営化 され る予定 で ある と報 じ られ
てい る。
6)日 系工 業団地 につ いて は、 ま もな く刊行 される内藤耕 氏 「イン ドネシアにお ける 日系工 業団
地 と周辺 農村 の関係」東海大 学紀 要(文 学部)第88輯 、2008年を参照 され たい。
7)こ こでい う大規模工場 とは従 業員数100人以上 を有す るもの で、中規模 工場 とは20人か ら99
人 まで の従業員 を有す る工場 をい う。 ただ し、 この統計 では正規従 業員数 の区別 は明示 され て
い ない。
8)【海外経 済情 報 セ ンター1976b】に よれ ば1970年ジ ャカル タで 工業 省 主催 の 工業 団 地 セ ミ
ナ ーが開催 され た。 ただ し、そ の直後、 田中首相 のイ ン ドネ シア訪 問 に際 して 日本 製 品に対 す
る暴動 が起 こ り、これ を きっか けに外貨 導入 に対 す る自由化路線 は一転 し、保護 主義的 な方向
に傾斜 していった。
9)こ の 間の事 情につい ては、【海外経済情報 セ ンター1976a,b】の二つ の報告 書 を参照。
10)この うち 日系企 業 は3社 のみである。
11)この情報 は、ST.Habibah2000およびST.Mumiaty2002による。
12)ST.Mumiaty2002による。
13)この記述 は、経営者0氏 か らの聞 き取 りと 【Nurleni&皿hamBakri2004】に よる。
14)F氏か らは工場設 立の経緯や生産工程 な ど詳細 な話 をうかがったが、 ここでは従 業員関連 の事
項 を述べ るに とどめた。
15)【ST.Mumiaty2002:24】を参照。但 し、同論文 では、比率 だ けで、全体 の 数 は示 されて い な
い0
16)いつ の時点 での数値 か不 明。 これ によれば、操業 中の会社 を1999年時 点で60社 と して計 算
す ると、1社 平均80名の従業員数 となる。
17)本報告 では企業 プロ フィール に紹 介 しなか ったが、マ カ ッサル工 業団地 に隣i接す る敷地 内 に
工場 を もつ 日系 の仏壇 ・仏 具製造 企業M社 では、650人の授 業員 中、男子464人、女子159人
であ り、 やは り男子従業員数が女子従 業員 を大 き く上回ってい る。
18)但し、ST.Murniatyのア ンケー ト調査 では、回答者の選択方法 が説明 されてい ないの で、こ こ
での数値 はあ くまで参考値で あるにす ぎない。
19)【Hugo2005:62】に よれ ば、1989～1994年の 間に、西 ジ ャワか らは228669人、中部 ジャワか
ら88112人、東ジ ャワか ら63816人の女性 が公 的な労働 移民 と して記録 され てい る。 同時期 に
おけ る南 スラウェシ出身の女性労働 移民は、2476人に過 ぎない。
